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・「法」       … 児童福祉法 
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・「市要綱」     … 浜松市認可外保育施設指導監督実施要綱 
・「認定こども園法」 … 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に 
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I．浜松市における認可外保育施設の制度の体系 

１．制度の主な体系 

浜松市における認可外保育施設の制度の主な体系は以下のとおりです。 

 

⇒２５～２６
ページ

認可外保育施設

Ⓐ法届出対象施設 Ⓑ顧客児童限定保育施設 Ⓒ届出対象外
施設⇒９～１９ページ ⇒２０～２４ページ

認可外保育施設の管轄等 ⇒２～３ページ

届出 ・設置届

・変更届

・休止届

・再開届

・廃止届
⇒９～１１ページ

浜松市認可外保育施設指導監督基準 ⇒５～６ページ

浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準 ⇒５～６ページ

定期報告（年１回） ⇒１４、２３ページ

随時の立入調査 ⇒１７、２３、２６ページ

定期的な立入調査

（年１回以上）
⇒１７ページ

定期的な立入調査

（３年に１回以上）
⇒２３ページ

基準を満たす旨の証明書
⇒１８ページ

随時報告（重大な事故（死亡事故、意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に

陥ったもの）、治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故）、

感染症又は食中毒、食事（給食、おやつ等）における異物混入、不適切な保育、

長期滞在児童） ⇒１５～１７、２３、２５ページ

ベビーホテルの場合は、年１回以上の立入調査 ⇒２３、２６ページ

認可外保育施設とは ⇒４ページ

認可外保育施設の３分類 ⇒７～８ページ

届出 ・設置届

・変更届

・休止届

・再開届

・廃止届
⇒２０～２２ページ

特定子ども・子育て支援施設

等（無償化施設）の確認
⇒１２～１３ページ

法第５９条に基づく措置 ⇒１９、２４、２６ページ

記録の整備 ⇒１９、２４、２６ページ

市民等への情報提供 ⇒２７～２８ページ



Ⅰ 浜松市における認可外保育施設の制度の体系 
 

2 
 

２．認可外保育施設の管轄等 

 （１）浜松市の管轄する認可外保育施設 

   施設の所在地が浜松市内であるもの 

   ※浜松市以外に所在する認可外保育施設の管轄は、静岡県知事等になります。 

 

 （２）担当課                        （令和８年４月１日現在） 

主な業務内容 担当課・連絡先 

❶認可外保育施設制度全般 

❷設置・変更等の届出 

❸随時報告（長期滞在児童） 

❹特定子ども・子育て支援施設等（無償化

施設）の確認 

❺利用料の無償化（償還払い） 

浜松市こども家庭部 幼保支援課 

 

（所在地） 

浜松市中央区鍛冶町１００－１ 

ザザシティ浜松中央館５階 

 

（郵送宛先） 

〒430-8652 

浜松市中央区元城町１０３－２ 

浜松市こども家庭部幼保支援課○○グループ 

 

❶・❷・❸・❹ 

：企画･制度グループ TEL:(053)457-2827 

❺：事業グループ TEL：(053)457-2118 

Mail：s-youho@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

随時報告（重大な事故（死亡事故、意識不

明事故（どんな刺激にも反応しない状態

に陥ったもの）、治療に要する期間が３０

日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故）、

感染症又は食中毒、食事（給食、おやつ等）

における異物混入、不適切な保育） 

浜松市こども家庭部 幼保運営課 

指導グループ 

 

（所在地） 

浜松市中央区鍛冶町１００－１ 

ザザシティ浜松中央館５階 

 

（郵送宛先） 

〒430-8652 

浜松市中央区元城町１０３－２ 

浜松市こども家庭部幼保運営課指導グループ 

 

TEL：(053)457-2117 

Mail：u-youho@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

  

mailto:s-youho@city.hamamatsu.shizuoka.jp
mailto:u-youho@city.hamamatsu.shizuoka.jp
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主な業務内容 担当課・連絡先 

・定期報告（年１回） 

・立入調査 

・基準を満たす旨の証明書 

・改善勧告・業務停止命令等の措置 

浜松市こども家庭部 こども若者政策課 

監査・調整グループ 

 

（所在地） 

浜松市中央区鍛冶町１００－１ 

ザザシティ浜松中央館５階 

 

（郵送宛先） 

〒430-8652 

浜松市中央区元城町１０３－２ 

浜松市こども家庭部こども若者政策課 

監査・調整グループ 

 

TEL：(053)457-2795 

Mail：katei@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

 

（３）事業者向け市ホームページ 

   認可外保育施設に関係する法令・通知や届出様式等を掲載しています。 

【市ホームページ掲載箇所（令和８年４月１日現在）】 
ホーム > 創業・産業・ビジネス > 福祉・介護 > 幼児教育・保育関係事業者の皆様へ（ト

ップページ） > Ｂ.認可外保育施設（法届出対象施設、顧客児童限定保育施設、届出対象外

施設）の届出等について 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html 

 

（４）保育に関する市からの情報提供等 

   届出がされた認可外保育施設については、保育に関する必要な情報をメールにて随時提供し

ます。また、国・県・市の行う調査等の対象となることもありますので、ご協力をお願いしま

す。  

mailto:katei@city.hamamatsu.shizuoka.jp
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html
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Ⅱ 認可外保育施設 （Ⓐ法届出対象施設、Ⓑ顧客児童限定保育施設、Ⓒ届出対象外施設 共通） 

１．認可外保育施設とは  

認可外保育施設とは、次に掲げるア～ウの項目のすべてに該当する施設をいいます（法第５９条、

第５９条の２、市要綱第２条第１号）。 

 

  ア １人以上の乳幼児を保育する 

  ※保育とは、法第６条の３第７項より、養護及び教育のこと。保育所保育指針第１章－２－（１）

によると、保育における養護とは、子どもの生命の保持及び情緒の安定を図るために保育士

等が行う援助や関わりのこと。 

 

  イ 法第３４条の１５第２項若しくは第３５条第４項の認可又は認定こども園法第１７条第

１項の認可を受けていないもの（認可を取り消されたものを含む。） 

 

  ウ 下記の業務を目的とするもの 

施設の目的とする業務 利用定員 実施場所 ベビーホテル 

事業所内保育事業 

（法第６条の３第１２項に規定

する業務を目的とする施設） 

－ 施設 次のア～ウのいず

れかを常時運営し

ているものは、ベ

ビーホテルとして

も扱われる（ベビ

ーシッターを除

く） 

 

ア 夜８時以降の

保育 

イ 宿泊を伴う保

育 

ウ 一時預かり 

（利用児童のう

ち一時預かり

の児童が半数

以上を占めて

いる場合） 

家庭的保育事業 

（法第６条の３第９項に規定す

る業務を目的とする施設） 

５人以下 家庭的保育事業

者の居宅又はそ

の他の場所（乳

児・幼児の居宅を

除く） 

小規模保育事業 

（法第６条の３第１０項に規定

する業務を目的とする施設） 

６人以上 

１９人以下 

施設 

保育所 

（法第３９条第１項に規定する

業務を目的とする施設） 

２０人以上 施設 

居宅訪問型保育事業（ベビーシッ

ター） 

（法第６条の３第１１項に規定

する業務を目的とする施設） 

－ 乳児・幼児の居宅 

※Ⓑ顧客児童限定保育施設 及び Ⓒ届出対象外施設に該当する場合でも、ベビーホテルとして

扱われると、年１回以上の定期的な立入調査及び市長が必要と判断する場合の随時の立入調

査を実施します。 
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２．浜松市認可外保育施設指導監督基準と浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準 

（１）浜松市認可外保育施設指導監督基準（市要綱第１６条第２項） 

   認可外保育施設に対する指導監督の基準である浜松市認可外保育施設指導監督基準は、児童

福祉法等の関係法令 及び 浜松市認可外保育施設指導監督実施要綱（市要綱） とし、設置

等の届出制度や定期報告、立入調査等の指導監督の実施に関して必要な事項を定めています。 

 

（２）浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準（市要綱第１６条第３項） 

浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準（浜松市認可外保育施設設備運営基

準）は、「認可外保育施設指導監督基準」（国通知）及び「評価基準」（国通知）の両基準を参

酌して市の考え方を整理したものを市要綱で定めています。この浜松市認可外保育施設の設

備及び運営に関する基準は、浜松市認可外保育施設指導監督基準の一部に含まれるものとし

ています（下図）。また、この浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準は、目的と

する業務や１日に保育する乳幼児の数等によって６種類あります（下表（次ページ））。 

 

（図）認可外保育施設に対する指導監督の基準の整理 
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（表）浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準の種類 

浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準 適用する区分 

（別紙基準１）１日に保育する乳幼児の数が６人以

上である施設（法届出対象施設・届出対象外施設） 

ベビーシッ

ター以外の

法届出対象

施設及び届

出対象外施

設 

１日に保育する乳幼児の数

が６人以上であるもの 

（別紙基準２）１日に保育する乳幼児の数が５人以

下である施設（法届出対象施設・届出対象外施設） 

１日に保育する乳幼児の数

が５人以下であるもの 

（別紙基準３）複数雇用又は委託のベビーシッター

（法届出対象施設・顧客児童限定保育施設・届出対

象外施設） 

ベビーシッ

ター 

複数の保育に従事する者を

雇用又は委託しているもの 

（別紙基準４）個人のベビーシッター（法届出対象

施設・顧客児童限定保育施設・届出対象外施設） 

複数の保育に従事する者を

雇用又は委託していないも

の 

（別紙基準５）１日に保育する乳幼児の数が６人以

上である施設（顧客児童限定保育施設） 

ベビーシッ

ター以外の

顧客児童限

定保育施設 

１日に保育する乳幼児の数

が６人以上であるもの 

（別紙基準６）１日に保育する乳幼児の数が５人以

下である施設（顧客児童限定保育施設） 

１日に保育する乳幼児の数

が５人以下であるもの 

  ※「１日に保育する乳幼児の数」について 

Ⓐ法届出対象施設：市に届出がされた入所（利用）定員とします。ただし、入所（利用）定

員を超えた数を保育する場合は、実際の人数に応じた浜松市認可外保育施設設備運営基準

を適用します。なお、市要綱第８条第１項の変更届により入所（利用）定員の変更をしな

ければなりません。実際の人数に応じた浜松市認可外保育施設設備運営基準を適用します。 

Ⓑ顧客児童限定保育施設：顧客児童保育施設として一度に保育する最大の人数を１日に保育

する乳幼児の数とします。 

Ⓒ届出対象外施設：入所（利用）定員とします。ただし、入所（利用）定員を超えた数を保

育する場合は、実際の人数に応じた浜松市認可外保育施設設備運営基準を適用します。 

 

（参考）令和４年度の見直しの考え方 

  ①浜松市認可外保育施設指導監督基準の考え方 

    これまでは国通知による認可外保育施設指導監督基準を指導監督基準とする一方で、届出

制度や定期報告等の位置づけが明確ではないところがありました。そのため、令和４年度か

らは、届出制度や定期報告等も含めた広義の意味として、児童福祉法関係法令及び市要綱を

指導監督基準としました。 

  ②浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準の考え方 

これまでの指導監督においては、２つの国通知で表記が異なる部分があるなど、解釈や取

扱いが必ずしも明確ではないところがありました。そのため、今回の見直しにあたり、厚生

労働省にも確認するなどした結果を踏まえ、市の考え方を整理し、基準をより明確にした「浜

松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準」を定めました。これにより認可外保育施

設に対する一層効果的で適切な指導監督につなげるものです。 
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３．認可外保育施設の３分類 

認可外保育施設は、保育の対象とする乳幼児等により以下のⒶ～Ⓒの３つに分類されます。詳

細については、次ページを参照してください。 

 

※Ⓐ法届出対象施設は、法第５９条の２第１項において届出の対象として規定された施設。 

 Ⓑ顧客児童限定保育施設とⒸ届出対象外施設は、法第５９条の２第１項において届出の対象外

として規定されているが、このうちⒷ顧客児童限定保育施設について浜松市では届出制を導入

している。 

下記の乳幼児のみの保育を行う施設であつて、その旨が約款その他の書類により明らか

であるもの

店舗その他の事業所において商品の販売又は役務の提供を行う事業者が商品の販売

又は役務の提供を行う間に限り、その顧客の監護する乳幼児を保育するために自ら設置

する施設又は当該事業者からの委託を受けて当該顧客の監護する乳幼児を保育する施

設にあっては、当該顧客の監護する乳幼児

（例）デパート、自動車教習所や歯科診療所等に付置された施設。これらの施設であって

も、利用者が顧客であるか、また当該施設の利用が役務の提供を受ける間の利用である

かが明らかでない場合は、Ⓐ法届出対象施設に該当する。

①施設の目的とする業務が児童福祉法第５９条の２に該当しないもの

ア 一時預かり事業の対象となる乳幼児

※別途、法第３４条の１２に基づく一時預かり事業の届出が必要

イ 病児保育事業の対象となる乳幼児

※別途、法第３４条の１８に基づく病児保育事業の届出が必要

ウ 子育て援助活動支援事業の対象となる乳幼児

※別途、法に基づく手続き等が必要

②下記の乳幼児のみの保育を行う施設であって、

その旨が約款その他の書類により明らかであるもの

ア 親族間の預かり合い（設置者の四親等内の親族を対象）

イ 設置者の親族又はこれに準ずる密接な人的関係を有する者の

監護する乳幼児

（例：利用乳幼児の保護者と親しい友人や隣人等。この場合であっても、広く一般に

利用者の募集を行うなど、不特定多数を対象に業として保育を行っている者が、

たまたま親しい知人や隣人の子どもを預かる場合はⒶ法届出対象施設に該当

する。）

③半年を限度として臨時に設置される施設

（例）イベント付置施設等

④認定こども園法第３条第３項に規定する連携施設を構成する保育機能施設

認可外保育施設

Ⓐ法届出対象施設

Ⓑ顧客児童限定保育施設

Ⓒ届出対象外施設

以下のⒷとⒸのいずれにも該当しない施設

届出必要

届出必要

届出不要
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 （
参

考
）
認

可
外

保
育

施
設

の
種

類
に

つ
い

て

※
児
童

福
祉
法

、
児
童
福
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３
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７
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Ⓑ
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受
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す
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児
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受
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Ⓒ
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③
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独
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さ
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さ
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Ⅲ Ⓐ法届出対象施設 

 Ⓐ法届出対象施設は、１人以上の乳幼児を保育する（乳幼児の数は一時預かり児童を含める。）、

認可を受けていない施設で、Ⓑ顧客児童限定保育施設（２０ページ）やⒸ届出対象外施設（２５ペ

ージ）に該当しない施設をいいます。 

 施設の適正な保育内容及び保育環境の確保のため、浜松市認可外保育施設指導監督基準を遵守す

る必要があります。 

 

１．根拠など 

（１）根拠 

  児童福祉法第５９条の２ 

  浜松市認可外保育施設指導監督実施要綱第２条第２号 

 

（２）該当する施設 

 認可外保育施設のうち、Ⓑ顧客児童限定保育施設及びⒸ届出対象外施設のいずれにも該当し

ない施設 

 

２．届出関係 

（１）届出 

法届出対象施設を設置したり、変更事項が生じたりした場合等は、市長に届出が必要です。 

届出を怠った場合や虚偽の届出をした場合は、５０万円以下の過料に処されます（法第６２

条の４）。 

届出の様式は、市ホームページに掲載しています。 

【市ホームページ掲載箇所（令和８年４月１日現在）】 

ホーム > 創業・産業・ビジネス > 福祉・介護 > 幼児教育・保育関係事業者の皆様へ（ト

ップページ） > Ｂ.認可外保育施設（法届出対象施設、顧客児童限定保育施設、届出対象外

施設）の届出等について 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html 

 

①設置届（法第５９条の２第１項、市要綱第５条第１項） 

対象となるとき 新たに法届出対象施設を設置したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（法届出対象施設）設置届（第１号様式） 

(2) 共通様式１ 

(3) 共通様式２ 

(4) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 事業開始年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

  

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html
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②変更届（法第５９条の２第２項、市要綱第８条各項及び第９条各項） 

対象となるとき 市に届出済の事項に変更が生じたとき 

※変更届の対象となる変更事項については下表のとおり 

届出書類 (1) 認可外保育施設（法届出対象施設）変更届（第２号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 変更年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

（表）認可外保育施設（法届出対象施設）変更届の対象となる変更事項 

省令第４９条の４等に規定する 

変更届出事項 

変更が生じた場合に届出を必要とする内容 

法第５９条の２第１項第１号 

施設の名称及び所在地 

・施設の名称（ベビーシッターの場合は、主たる事務所の名称） 

・施設の所在地（ベビーシッターの場合は、主たる事務所の所

在地） 

法第５９条の２第１項第２号 

設置者の氏名及び住所又は名称

及び所在地 

設置者が個人の場合 ・個人の氏名 

・個人の住所 

設置者が任意団体の場合 

 

・任意団体の名称 

・任意団体の所在地 

・任意団体の代表者の氏名 

設置者が法人の場合 

 

・法人の名称 

・法人の所在地 

・法人の代表者の氏名 

法第５９条の２第１項第３号 

建物その他の設備の規模及び構

造 

・建物の構造 

・建物の階数 

・建物の形態 

・立地場所 

・施設の面積 

・乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室の用途、位置、区画及

び面積 

・調理室又は調理設備の用途、位置及び区画 

・児童用便所の用途、位置及び区画並びに便器の数 

・屋外遊戯場の用途、位置、区画及び面積 

法第５９条の２第１項第５号 

施設の管理者の氏名及び住所 

・管理者の氏名 

・管理者の住所 

省令第４９条の３第１１号 

施設の設置者について、過去に

法第５９条第５項の命令を受け

たか否かの別（当該設置者が、法

第５９条の２第１項に規定する

施設の設置者であった場合の当

該命令に限る。当該命令を受け

たことがある場合には、その内

容を含む。) 

「施設の設置者」について、次のとおりとする。ただし、過去

に法第５９条第５項の命令を受けた設置者が今回の施設の設置

者の組織の一部である場合は、当該過去に法第５９条第５項の

命令を受けた設置者を含む。 

・今回の施設の設置者が個人の場合は、その個人の該当有無 

・今回の施設の設置者が任意団体の場合は、その任意団体及び

その任意団体の代表者のそれぞれの該当有無 

・今回の施設の設置者が法人の場合は、その法人及びその法人

の代表者のそれぞれの該当有無 

市要綱第９条 
施設の入所定員 

・入所（利用）定員の総数の増減 

・入所（利用）定員の歳児別の内訳 
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③休止届（法第５９条の２第２項、市要綱第１０条第１項から第３項まで） 

対象となるとき 法届出対象施設を休止したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（法届出対象施設）休止届（第３号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 休止年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

留意事項 ・休止届による休止予定期間は半年を限度とする 

・既に届け出た休止予定期間を超えて休止したときは、超えた期間及び

新たな休止予定期間について、直近に届け出ている休止予定期間の満

了日から１か月以内に、休止届により市長に届け出なくてはならない 

 

  ④再開届（市要綱第１０条第４項） 

対象となるとき 休止届で届け出た休止予定期間内又は休止予定期間の満了した日の翌

日に再開したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（法届出対象施設）再開届（第４号様式） 

(2) 共通様式１（休止期間が連続して１年を超えた場合のみ） 

(3) 共通様式２（休止期間が連続して１年を超えた場合のみ） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 再開年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

⑤廃止届（法第５９条の２第２項、市要綱第１１条第１項） 

対象となるとき 法届出対象施設を廃止したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（法届出対象施設）廃止届（第５号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 廃止年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

留意事項 廃止した法届出対象施設について、引き続き顧客児童限定保育施設とし

て事業を実施する場合は、２１ページ（「ⅣⒷ顧客児童限定保育施設」２

（１）①）の認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）設置届を別途提

出すること 

 

（２）届出をしなかった場合等の罰則（法第６２条の４） 

  届出を怠った場合や、虚偽の届出をした場合は、５０万円以下の過料に処されます。 
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（３） 特定子ども・子育て支援施設等の確認等について 

  ①特定子ども・子育て支援施設等確認申請書 

・幼児教育・保育の無償化のための施設の確認（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第３０条の１１）を受けるためには、認可外保育施設（法届出対象施設）設置届

とは別に特定子ども・子育て支援施設等の確認の申請が必要です。 

・申請書類は９ページ（「ⅢⒶ法届出対象施設」２（１））に記載している市ホームページに

掲載しています。 

・特定子ども・子育て支援施設等は、浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準に

加えて、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第１条や特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す

る基準（平成２６年内閣府令第３９号）を満たすことが必要です。 

・設置届及び確認申請書の受付日によって、下表のとおり認定開始日が異なります。 

認可外保育施設 

（法届出対象施設）

設置届 

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書及び認定の時期 

事業開始年月日の翌

日から起算して 

１か月以内に 

受付された場合 

設置届の受付日の翌日から

起算して７日以内の受付 

     ⇒ケース① 

確認申請書の受付日から１か月遡

った日と事業開始年月日のうちい

ずれか遅い方の日から認定 

設置届の受付日の翌日から

起算して８日目以降の受付   

⇒ケース② 

確認申請書の受付日から認定 

事業開始年月日の翌

日から起算して 

１か月を過ぎてから 

受付された場合 

確認申請書の受付日から認定 

     ⇒ケース③ 

 

 

ケース①（例）

事
業
開
始

設
置
届

無
償
化
申
請

4/1 5/1 5/84/8

無
償
化
施
設
認
定
開
始

１か月遡る

７日間
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②特定子ども・子育て支援施設等確認変更届 

  子ども・子育て支援法第５８条の５に規定する事項に変更があった場合には、１０日以内に「特

定子ども・子育て支援施設等確認変更届」により市長に届出が必要です。 

 

 ③特定子ども・子育て支援施設確認辞退届 

法届出対象施設の廃止等に伴い、特定子ども・子育て支援施設の確認の辞退をする場合は、辞

退年月日より前に「特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届」により市長に届出が必要です。

なお、子ども・子育て支援法第５８条の６の規定により、３か月以上の予告期間を設ける必要が

あります。 

  

 ④特定子ども・子育て支援施設等の基準を満たしていない施設の無償化の対象となる猶予期間

（令和６年９月３０日終了） 

   幼児教育・保育の無償化の対象となる認可外保育施設は、一定の基準を満たすことが必要で

す。基準を満たしていない施設においても５年間の猶予期間（子ども・子育て支援法附則第４

条）中は無償化の対象となっていましたが、その猶予期間が令和６年９月３０日で終了しまし

た。猶予期間終了後の令和６年１０月以降に基準を満たしていない場合は、無償化の対象外の

施設となり、児童の利用料についても無償化の対象外（有償）となります。 

   なお、浜松市認可外保育施設設備運営基準に適合していることにより、特定子ども・子育て

支援施設等の基準（子ども・子育て支援法施行規則第１条）を満たすこととなります。 

 

 

ケース②（例）

事
業
開
始

設
置
届

無
償
化
申
請

4/1 5/1 5/9

無
償
化
施
設
認
定
開
始

5/8
７日間

ケース③（例）

事
業
開
始

設
置
届

無
償
化
申
請

4/1 5/1 5/5

無
償
化
施
設
認
定
開
始

5/2
１ヶ月
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３．指導監査関係 

（１）定期報告（運営状況の報告）（法５９条第１項及び法第５９条の２の５第１項、市要綱第１

８条第１項） 

  法届出対象施設の設置者は、毎年、市長が定める日までに、「認可外保育施設運営状況報告

書」により、運営状況を市長に報告する必要があります。 

  個別に提出依頼をしますので、定められた期日までに提出してください。 

対象となるとき 市長が運営状況の報告を求めたとき 

報告書類 (1) 認可外保育施設運営状況報告書（第１１号様式） 

(2) 共通様式１ 

(3) 共通様式２ 

(4) 共通様式３（ベビーシッターを除く） 

(5) 共通様式４（ベビーシッターのみ） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

報告期日 市長が定める日 

提出先 浜松市 こども若者政策課 

 

（２）随時報告（法第５９条第１項、市要綱第１８条第３項） 

  認可外保育施設において事故等が生じた場合や長期滞在児童がいる場合には、市長に報告す

る必要があります。 

報告の様式は、市ホームページに掲載しています。 

【市ホームページ掲載箇所（令和８年４月１日現在）】 

ホーム > 創業・産業・ビジネス > 福祉・介護 > 幼児教育・保育関係事業者の皆様へ（ト

ップページ） > Ｂ.認可外保育施設（法届出対象施設、顧客児童限定保育施設、届出対象外

施設）の届出等について 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html 

 

  

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html
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①重大な事故（死亡事故、意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に陥ったもの）又

は治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故） 

対象となると

き 

認可外保育施設において重大事故事案が発生したとき 

※報告の対象となる重大事故の範囲 

・死亡事故 

・意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に陥ったもの） 

・治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故 

報告書類 教育・保育施設等事故報告書様式 

報告期日 第１報…原則事故発生当日（遅くとも事故発生翌日） 

第２報…原則１か月以内程度とし、状況の変化や必要に応じて、追加

の報告を行うこと 

報告先 浜松市 幼保運営課 

その他 ・重大事故の内容については、市から国へ報告する 

・企業主導型保育事業については、施設から公益財団法人児童育成協

会に報告する必要がある 

参考 「教育・保育施設等における事故の報告等について」（令和８年３月３

０日こ成安第４５号・７教参学第５２号） 

 

②感染症又は食中毒 

対象となると

き 

認可外保育施設において次のア～ウのいずれかの場合に該当するとき 

ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる

死亡者又は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらの疑われる者が 

１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る

感染症等の発生が疑われ、特に設置者若しくは管理者が報告を必

要と認めた場合 

報告書類 感染症・食中毒疑い事例発生報告書（保育所・認定こども園）（様式１） 

（浜松市 幼保運営課、生活衛生課（保健所）ともに同一様式を使用） 

報告期日 該当する場合に速やかに 

報告先 ①浜松市 幼保運営課 

②浜松市 生活衛生課（保健所） 

その他 保健所の指示による措置を講じること 

参考 「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」（平成

１７年２月２２日健発第０２２２００２号・薬食発第０２２２００１

号・雇児発第０２２２００１号・社援発第０２２２００２号・老発第

０２２２００１号通知） 
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③食事（給食、おやつ等）における異物混入 

対象となるとき 認可外保育施設において次のア、イのいずれかのものが食事（給食、

おやつ等）に混入していたとき 

ア 健康被害が想定されるもの（金属片、ガラス片、洗剤等） 

イ 健康への被害が否定できないもの（衛生害虫（ゴキブリ等）、異

味異臭等） 

※上記ア、イに当てはまらない異物であっても、保護者等とのトラ

ブルに発展しそうな事案については、必要に応じて報告する 

報告内容 ・施設名  ・日時  ・混入した献立 

・混入した異物（形状、大きさ） 

・発見者（児童、調理従事者、職員）  ・発見場所 

・発見状況（盛付後、口の中など）  ・混入の原因 

・健康被害の有無  ・自園調理の有無 

報告期日 該当する場合に速やかに 

報告先 ①浜松市 幼保運営課 

②浜松市 生活衛生課（保健所） 

報告方法 ①電話又はＦＡＸ 

②電話 

報告書類（参考） 必要に応じて、異物混入状況報告書を活用する 

その他 ・給食のみではなく、おやつを提供した場合も含む。 

・当該食事（給食、おやつ等）を児童の保護者が調理したものであ

るときは報告の対象外とする 

・外注による食事（給食、おやつ等）の場合は業者に連絡をしたう

えで報告する 

・喫食の直前に児童が発見したもの（児童に食事（給食、おやつ等）

を提供した後の場合）は、混入事例として報告する 

・保健所等への報告の後、必要に応じて保健所等が立入調査を実施

する場合がある 

 

  ④不適切な保育 

対象となるとき 認可外保育施設において不適切な保育を行ったことが判明したと

き 

報告期日 該当する場合に速やかに 

報告先 浜松市 幼保運営課 

報告方法 電話 
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⑤長期滞在児童 

対象となるとき 当該認可外保育施設に、２４時間かつ週のうちおおむね５日程度入

所している児童がいる場合 

報告書類 長期に滞在している児童について（報告）（第１２号様式） 

報告期日 対象となる児童を把握した場合に速やかに 

報告先 浜松市 幼保支援課 

 

 

（３）指導監督基準（市要綱第１６条第２項） 

  適正な保育内容及び保育環境の確保のため、認可外保育施設の運営にあたっては、浜松市認可

外保育施設指導監督基準に基づく指導監督を行います。 

  指導監督基準については、５ページ（「Ⅱ認可外保育施設」２）を参照してください。 

 

（４）立入調査（法第５９条第１項、市要綱第１９条ほか） 

・原則として年１回以上、立入調査を実施します。また、市長が必要と認める場合の随時の立

入調査を実施します。 

・立入調査を実施し、浜松市認可外保育施設設備運営基準を満たしていることを確認した施設

については、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」（次ページ）を交付すると

ともに、監査結果及び改善状況を公表します。 

・正当な理由がないにも関わらず、立入調査を拒んだり、質問に対して虚偽の答弁をしたりな

どした場合は、３０万円以下の罰金に処されます（法第６２条第７号）。 
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（５）認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書（市要綱第２０条） 

  立入調査を行い、浜松市認可外保育施設設備運営基準を満たしていることを確認した場合は、

「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」を交付します。 

  

【参考】認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の例 

  
 

  

適用する基準に丸が付く 
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（６）法第５９条に基づく措置 

  市長は、児童の福祉のために必要があると認めるときは、認可外保育施設の設置者若しくは管

理者に対し、下記に掲げる措置をとることができます。 

  ・必要と認める事項の報告徴収 

  ・事務所・施設への立入 

 ・設備・運営についての必要な調査・質問 

 ・設備・運営の改善その他の勧告 

  ・勧告に従わなかったときの公表 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令をしたときの公表 

 

 

４．記録の整備（市要綱第２８条） 

 ・認可外保育施設の設置者は、市へ届出又は報告した書類及び浜松市認可外保育施設の設備及び

運営に関する基準別紙基準１から別紙基準４までのそれぞれの「第９ 備える帳簿等」の項に

規定する書類等について、当該施設を運営している間（休止期間を含む。）は、その文書の完結

の日から少なくとも１年間は必要な記録の整備及び保存をしてください（文書の完結から５年

間保管することが望ましい）。ただし、法令等で定めのあるものについては、当該法令等の定め

に従ってください。 

 ・保育所保育指針に基づき作成した、保育所児童保育要録の原本等については、当該小学校へ送

付してから少なくとも１年間は保存をしてください（当該児童が小学校を卒業するまでの間保

管することが望ましい）。 

 

  

★一定の認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置について 

  消費税法施行令第１４条の３第１号の規定に基づき内閣総理大臣が指定する保育所

を経営する事業に類する事業として行われる資産の譲渡等（平成１７年厚生労働省

告示第１２８号）に定める要件に適合していることが証明される場合は、「一定の認

可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の施行について」（平成１７年３月

３１日雇児保発第０３３１００３号）のとおり、その利用料に係る消費税が非課税と

なります。 
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Ⅳ Ⓑ顧客児童限定保育施設                          

認可外保育施設のうち、顧客の乳幼児のみを保育する施設については、「顧客児童限定保育施設」

として届出制を導入しています。 

Ⓐ法届出対象施設（９ページ）と同様に、浜松市認可外保育施設指導監督基準を遵守する必要が

あり、立入調査等も実施します。 

 

１．根拠など 

（１）根拠 

 浜松市認可外保育施設指導監督実施要綱第２条第３号 

 

（２）該当する施設種別 

認可外保育施設のうち、下記の乳幼児のみの保育を行う施設であって、その旨が約款その他

の書類により明らかであるもの 

店舗その他の事業所において商品の販売又は役務の提供を行う事業者が商品の販売又は

役務の提供を行う間に限り、その顧客の監護する乳幼児を保育するために自ら設置する施

設又は当該事業者からの委託を受けて当該顧客の監護する乳幼児を保育する施設にあって

は、当該顧客の監護する乳幼児 

（例）デパート、自動車教習所や歯科診療所等に付置された施設（これらの施設であって

も、利用者が顧客であるか、また当該施設の利用が役務の提供を受ける間の利用であるか

が明らかでない場合は、Ⓐ法届出対象施設に該当する） 

 

 （参考）届出制を導入した背景 

   法第５９条の２及び省令第４９条の２において、法律上の届出の対象外となる施設が規定さ

れています。その一方で、これらの届出の対象外の施設であっても、法第５９条による指導監

督の対象であるとされており、適正な保育内容及び保育環境が確保されているかを確認するこ

とが求められています。 

   その中で、特に顧客児童限定保育施設に該当する施設については、不特定多数の乳幼児が保

育されている実態があると考えられることから、令和４年度から届出制を導入し、実態把握及

び立入調査につなげることとしました。 

 

２．届出関係 

（１）届出 

顧客児童限定保育施設を設置したり、変更事項が生じたりした場合等は、市長に届出が必要

です。 

届出の様式は、市ホームページに掲載しています。 

【市ホームページ掲載箇所（令和８年４月１日現在）】 

ホーム > 創業・産業・ビジネス > 福祉・介護 > 幼児教育・保育関係事業者の皆様へ（ト

ップページ） > Ｂ.認可外保育施設（法届出対象施設、顧客児童限定保育施設、届出対象外

施設）の届出等について 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html 

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/s-youho/jigyousya/b-ninkagaihoiku.html
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①設置届（市要綱第１２条第１項及び第２項） 

対象となるとき 新たに顧客児童限定保育施設を設置したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）設置届（第６号様式） 

(2) 共通様式５ 

(3) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 事業開始年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

②変更届（市要綱第１３条） 

対象となるとき 市に届出済の事項に変更が生じたとき 

※変更届の対象となる変更事項については下表のとおり 

届出書類 (1) 認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）変更届（第７号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 変更年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

（表）認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）変更届の対象となる変更事項 

区分 変更が生じた場合に届出を必要とする内容 

施設の名称及び所在地 ・施設の名称（ベビーシッターの場合は、主たる事務所

の名称） 

・施設の所在地（ベビーシッターの場合は、主たる事務

所の所在地） 

設置者の氏名及び住所又は名称

及び所在地 

設置者が個人の場合 ・個人の氏名 

・個人の住所 

設置者が任意団体の

場合 

 

・任意団体の名称 

・任意団体の所在地 

・任意団体の代表者の氏名 

設置者が法人の場合 

 

・法人の名称 

・法人の所在地 

・法人の代表者の氏名 

施設の設置者について、過去に

法第５９条第５項の命令を受け

たか否かの別（当該設置者が、法

第５９条の２第１項に規定する

施設の設置者であった場合の当

該命令に限る。当該命令を受け

たことがある場合には、その内

容を含む。) 

「施設の設置者」について、次のとおりとする。ただし、

過去に法第５９条第５項の命令を受けた設置者が今回

の施設の設置者の組織の一部である場合は、当該過去に

法第５９条第５項の命令を受けた設置者を含む。 

・今回の施設の設置者が個人の場合は、その個人の該当

有無 

・今回の施設の設置者が任意団体の場合は、その任意団

体及びその任意団体の代表者のそれぞれの該当有無 

・今回の施設の設置者が法人の場合は、その法人及びそ

の法人の代表者のそれぞれの該当有無 
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  ③休止届（市要綱第１４条第１項から第３項まで） 

対象となるとき 顧客児童限定保育施設を休止したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）休止届（第８号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 休止年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

留意事項 ・休止届による休止予定期間は半年を限度とする 

・既に届け出た休止予定期間を超えて休止したときは、超えた期間及

び新たな休止予定期間について、直近に届け出ている休止予定期間

の満了日から１か月以内に、休止届により市長に届け出なくてはな

らない 

   

④再開届（市要綱第１４条第４項） 

対象となるとき 休止届で届け出た休止予定期間内又は休止予定期間の満了した日の翌

日に再開したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）再開届（第９号様式） 

(2) 共通様式５（休止期間が連続して１年を超えた場合のみ） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 再開年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

⑤廃止届（市要綱第１５条第１項） 

対象となるとき 顧客児童限定保育施設を廃止したとき 

届出書類 (1) 認可外保育施設（顧客児童限定保育施設）廃止届（第１０号様式） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

届出期日 廃止年月日から１か月以内に届出 

提出先 浜松市 幼保支援課 

 

（２）届出をしなかった場合の罰則 

  届出をしなかった場合の罰則はありません。 

ただし、市が法第５９条第１項の規定による報告徴収を求めた場合において、正当な理由がな

いにも関わらず、報告をしなかった、虚偽の報告をした、等の行為が認められたときは、３０万

円以下の罰金に処されます（法第６２条第２項第７号）。 
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３．指導監査関係 

（１）定期報告（運営状況の報告）（法第５９条第１項、市要綱第１８条第２項） 

 顧客児童限定保育施設の設置者は、原則として３年に１回以上、市長が定める日までに、「認可

外保育施設運営状況報告書」により、運営状況を市長に報告する必要があります。 

 個別に提出依頼をしますので、定められた期日までに提出してください。 

対象となるとき 市長が運営状況の報告を求めたとき 

報告書類 (1) 認可外保育施設運営状況報告書（第１１号様式） 

(2) 共通様式３（ベビーシッターを除く） 

(3) 共通様式４（ベビーシッターのみ） 

(4) 共通様式５ 

(5) その他市長が必要と認める書類 

報告期日 市長が定める日 

提出先 浜松市 こども若者政策課 

 

（２）随時報告（法第５９条第１項、市要綱第１８条第３項） 

 認可外保育施設において事故等が生じた場合や長期滞在児童がいる場合には、市長に報告する

必要があります。 

報告の対象となるものや報告方法等は、１４～１７ページ（「ⅢⒶ法届出対象施設」３（２））

を参照してください。 

 

（３）指導監督基準（市要綱第１６条第２項） 

  適正な保育内容及び保育環境の確保のため、認可外保育施設の運営にあたっては、浜松市認可

外保育施設指導監督基準に基づく指導監督を行います。 

  指導監督基準については、５ページ（「Ⅱ認可外保育施設」２）を参照してください。 

 

（４）立入調査（法第５９条第１項、市要綱第１９条ほか） 

・原則として３年に１回以上、立入調査を実施します。また、市長が必要と認める場合は随時

の立入調査を実施します。ただし、ベビーホテルに分類される施設は、年１回以上、立入調

査を実施します。 

・立入調査を実施した施設については、監査結果及び改善状況を公表します。 

・正当な理由がないにも関わらず、立入調査を拒んだり、質問に対して虚偽の答弁をしたりな

どした場合は、３０万円以下の罰金に処されます（法第６２条第２項第７号）。 

 

（５）認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書 

顧客児童限定保育施設については、立入調査を実施し、浜松市認可外保育施設設備運営基準を

満たしていることを確認した場合であっても、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明

書」の交付は行いません。 
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（６）法第５９条に基づく措置 

  市長は、児童の福祉のために必要があると認めるときは、認可外保育施設の設置者若しくは管

理者に対し、下記に掲げる措置をとることができます。 

 ・必要と認める事項の報告徴収 

  ・事務所・施設への立入 

  ・設備・運営についての必要な調査・質問 

  ・設備・運営の改善その他の勧告 

  ・勧告に従わなかったときの公表 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令をしたときの公表 

 

 

４．記録の整備（市要綱第２８条） 

 ・認可外保育施設の設置者は、市へ届出又は報告した書類及び浜松市認可外保育施設の設備及び

運営に関する基準別紙基準３から別紙基準６までのそれぞれの「第９ 備える帳簿等」の項に

規定する書類等について、当該施設を運営している間（休止期間を含む。）は、その文書の完結

の日から少なくとも１年間は必要な記録の整備及び保存をしてください（文書の完結から５年

間保管することが望ましい）。ただし、法令等で定めのあるものについては、当該法令等の定め

に従ってください。 

 ・保育所保育指針に基づき作成した、保育所児童保育要録の原本等については、当該小学校へ送

付してから少なくとも１年間は保存をしてください（当該児童が小学校を卒業するまでの間保

管することが望ましい）。 
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Ⅴ Ⓒ届出対象外施設 

Ⓒ届出対象外施設は、認可外保育施設のうち、Ⓐ法届出対象施設（９ページ）、Ⓑ顧客児童限定保

育施設（２０ページ）のいずれにも該当しない施設です。Ⓒ届出対象外施設を設置した場合は、市

長への届出は不要ですが、Ⓐ法届出対象施設及びⒷ顧客児童限定保育施設と同様に、浜松市認可外

保育施設指導監督基準を遵守する必要があり、指導監督の対象となります。 

 

１．根拠など 

（１）根拠 

  浜松市認可外保育施設指導監督実施要綱第２条第４号 

 

（２）該当する施設種別 

  ①施設の目的とする業務が法第５９条の２に該当しないもの 

   ア 一時預かり事業の対象となる乳幼児 

     ※別途、法第３４条の１２に基づく一時預かり事業の届出が必要 

イ 病児保育事業の対象となる乳幼児 

     ※別途、法第３４条の１８に基づく病児保育事業の届出が必要 

ウ 子育て援助活動支援事業の対象となる乳幼児  

※別途、法に基づく手続き等が必要 

②認可外保育施設のうち、下記の乳幼児のみの保育を行う施設であって、その旨が約款その

他の書類により明らかであるもの 

ア 親族間の預かり合い（設置者の四親等内の親族を対象） 
イ 設置者の親族又はこれに準ずる密接な人的関係を有する者の監護する乳幼児 
（例：利用乳幼児の保護者と親しい友人や隣人等。この場合であっても、広く一般に利

用者の募集を行うなど、不特定多数を対象に業として保育を行っている者が、たまた

ま親しい知人や隣人の子どもを保育する場合はⒶ法届出対象施設に該当する。） 

③半年を限度として臨時に設置される施設 

  （例）イベント付置施設等 

④認定こども園法第３条第３項に規定する連携施設を構成する保育機能施設 

 

 ２．届出関係 

  設置した場合の市長への届出は不要です。 

 

３．指導監査関係 

（１）定期報告 

  市長への定期的な報告は不要です。 

 

（２）随時報告（法第５９条第１項、市要綱第１８条第３項） 

  認可外保育施設において事故等が生じた場合や長期滞在児がいる場合には、市長に報告する

必要があります。報告の対象となるものや報告方法等は、１４～１７ページ（「ⅢⒶ法届出対象

施設」３（２））を参照してください。 
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（３）指導監督基準（市要綱第１６条第２項） 

  適正な保育内容及び保育環境の確保のため、認可外保育施設の運営にあたっては、浜松市認可

外保育施設指導監督基準に基づく指導監督を行います。 

  指導監督基準については、５ページ（「Ⅱ認可外保育施設」２）を参照してください。 

 

（４）立入調査（法第５９条第１項、市要綱第１９条ほか） 

・原則として、定期的な立入調査は実施しません。ただし、市長が必要と認めるときは随時の立

入調査を実施します。なお、ベビーホテルに分類される施設は、年１回以上、立入調査を実施

します。 

・立入調査を実施した施設については、監査結果及び改善状況を公表します。 

・正当な理由がないにも関わらず、立入調査を拒んだり、質問に対して虚偽の答弁をしたりなど

した場合は、３０万円以下の罰金に処されます（法第６２条第２項第７号）。 

 

（５）認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書 

届出対象外施設については、立入調査を実施し、浜松市認可外保育施設設備運営基準を満たし

ていることを確認した場合であっても、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」の

交付は行いません。 

 

（６）法第５９条に基づく措置 

  市長は、児童の福祉のために必要があると認めるときは、認可外保育施設の設置者若しくは管

理者に対し、下記に掲げる措置をとることができます。 

 ・必要と認める事項の報告徴収 

  ・事務所・施設への立入 

  ・設備・運営についての必要な調査・質問 

  ・設備・運営の改善その他の勧告 

 ・勧告に従わなかったときの公表 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令 

  ・事業の停止・施設閉鎖命令をしたときの公表 

 

 

４．記録の整備（市要綱第２８条） 

 ・認可外保育施設の設置者は、市へ届出又は報告した書類及び浜松市認可外保育施設の設備及び

運営に関する基準別紙基準１から別紙基準４までのそれぞれの「第９ 備える帳簿等」の項に

規定する書類等について、当該施設を運営している間（休止期間を含む。）は、その文書の完結

の日から少なくとも１年間は必要な記録の整備及び保存をしてください（文書の完結から５年

間保管することが望ましい）。ただし、法令等で定めのあるものについては、当該法令等の定め

に従ってください。 

 ・保育所保育指針に基づき作成した、保育所児童保育要録の原本等については、当該小学校へ送

付してから少なくとも１年間は保存をしてください（当該児童が小学校を卒業するまでの間保

管することが望ましい）。 
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Ⅵ 市民等への情報提供 

 

１．市からの情報発信のツールの主なもの 

 ・市ホームページ 

 ・浜松市子育て情報サイト ぴっぴ 

 ・子ども・子育て支援情報公表システム（ここ de サーチ） 

 ・特定子ども・子育て支援施設等一覧（無償化施設の公示） 

 

 

２．児童の福祉のために必要と認める情報として市が公表するもの 

 下表のとおり 

区分 
Ⓐ法届出対

象施設 

Ⓑ顧客児童限

定保育施設 

Ⓒ届出対

象外施設 

施設の名

称及び所

在地 

・施設の名称（ベビーシッターの場

合は、主たる事務所の名称） 

・施設の所在地（ベビーシッターの

場合は、主たる事務所の所在地。

設置者が個人であるベビーシッ

ターの場合は、町字名までとす

る。） 

○ ○  

設置者の

氏名及び

住所又は

名称及び

所在地 

（設置者が個人の場合） 

・個人の氏名 

・個人の住所（町字名までとする。） 

○ ○  

（設置者が任意団体の場合） 

・任意団体の名称 

・任意団体の所在地 

・任意団体の代表者の氏名 

○ ○  

（設置者が法人の場合） 

・法人の名称 

・法人の所在地 

・法人の代表者の氏名 

○ ○  

事業を開始した年月日 ○ ○  

事業を休止した年月日 ○ ○  

事業の休止（予定）期間 ○ ○  

事業を再開した年月日 ○ ○  

施設の設置者について、過去に法第５９条第５

項の命令を受けたか否かの別（当該設置者が、

法第５９条の２第１項に規定する施設の設置

者であった場合の当該命令に限る。当該命令を

受けたことがある場合には、その内容を含む。) 

○ ○  
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区分 
Ⓐ法届出対

象施設 

Ⓑ顧客児童限

定保育施設 

Ⓒ届出対

象外施設 

施設の管理者の氏名 ○   

入所（利用）定員 ○   

企業主導型保育事業による運営費助成の有無 ○   

第１９条第７項に基づく立入調査の結果の内

容（当該施設の名称、所在地、設置者及び管理

者名、指導事項並びに改善状況等を含む。） 

○ ○ ○ 

第２０条に基づく認可外保育施設指導監督基

準を満たす旨の証明書の交付の状況 
○   

第２３条第２項に基づく改善勧告の内容及び

改善されていない状況（当該施設の名称、所在

地、設置者及び管理者名を含む。） 

○ ○ ○ 

第２４条第５項に基づく事業停止命令又は施

設閉鎖命令を行った場合の当該施設の名称、所

在地、設置者及び管理者名、処分の内容等 

○ ○ ○ 

連絡先の電話番号 ○ ○  

 

 

３．関係機関への情報提供 

・市長は、認可外保育施設に対する指導監督のために必要な範囲内で、運営状況報告書及び各種

届出書類等の内容並びに立入調査結果等の指導監査の情報を国及び静岡県並びに公益財団法

人児童育成協会（企業主導型保育事業である認可外保育施設を設置（予定を含む。）する設置

者が市内で設置する認可外保育施設の場合に限る。）へ提供することがあります。 

・市長は、立入調査等において、当該施設が労働基準法、食品衛生法、建築基準法、都市計画法、

消防法等の児童福祉関係法令以外の法令への抵触が疑われる状況を確認した場合には、当該法

令を所管する関係機関に情報提供を行うほか、必要に応じて関係機関と連携して指導にあたり

ます。 



（参考）関係法令・関係通知 

29 
 

（参考資料）認可外保育施設に関する児童福祉関係法令及び関係通知の主なもの 

 

・児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

・児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号） 

・児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号） 

・浜松市児童福祉法施行条例（平成２４年浜松市条例第４０号） 

・浜松市児童福祉法施行細則（平成８年浜松市規則第５３号） 

 

・子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号） 

・子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号） 

・子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号） 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基

準（平成２６年内閣府令第３９号） 

・浜松市子ども・子育て支援法施行条例（平成２６年浜松市条例第６７号） 

・浜松市子ども・子育て支援法施行細則（平成２６年浜松市規則第７５号） 

 

・保育所保育指針（平成２９年厚生労働省告示第１１７号） 

・消費税法施行令第１４条の３第１号の規定に基づき内閣総理大臣が指定する保育所を経営する事業に

類する事業として行われる資産の譲渡等（平成１７年厚生労働省告示第１２８号） 

・特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件（平成２８年国土交通省告示第６９６号） 

 

・「児童福祉法の一部を改正する法律等の公布について」（平成１３年１１月３０日雇児発第７６１号） 

・「児童福祉法の一部を改正する法律の施行に伴う児童福祉法施行令の一部を改正する政令等の施行に

ついて」（平成１４年７月１２日雇児発第０７１２００４号） 

・「認可外保育施設に対する届出制の導入について」（平成１４年７月１２日雇児保発第０７１２００１

号） 

・「認可外保育施設に対する指導監督の実施について」（令和６年３月２９日こ成保第２０６号） 

・「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付について」（令和６年３月２９日こ成保第２

１８号） 

・「一定の認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の施行について」（平成１７年３月３１日

雇児保発第０３３１００３号） 

・「「認可外保育施設指導監督基準」に定める認可外の居宅訪問型保育事業等における保育に従事する者

に関する研修について」（令和３年３月３１日子発０３３１第５号） 

・「認可外保育施設に対する指導監督の徹底について」（令和６年８月３０日こども家庭庁事務連絡） 

・「ベビーホテル問題への積極的な取組について」（平成１３年３月２９日雇児発第１７８号） 

・「「よい保育施設の選び方 十か条」の作成について」（平成１２年１２月２５日児保第４５号） 

・「保育所保育指針の適用に際しての留意事項について」（平成３０年３月３０日子保発０３３０第２号） 

・「教育・保育施設等における事故の報告等について」（令和８年３月３０日こ成安第４５号・７教参学

第５２号） 

・「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」（平成１７年２月２２日健発第０２２

２００２号・薬食発第０２２２００１号・雇児発第０２２２００１号・社援発第０２２２００２号・

老発第０２２２００１号通知） 

・「認可外保育施設における業務継続計画等について」（令和４年１２月２６日厚生労働省事務連絡） 

・「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正の取扱いについて」（平成２６年９月５日雇児

発０９０５第５号） 
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・「保育所等における虐待等に関する対応について」（令和４年１２月７日厚生労働省・内閣府事務連絡） 

・「不適切な保育の未然防止の徹底について」（令和４年１２月６日こ未第６９８号） 

・「不適切な保育の未然防止及び発生時の対応についての手引き」（令和２年度子ども・子育て支援推進

調査研究事業「不適切保育に関する対応について」事業報告書（別添）） 

・「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」（２０１９年改訂版）（平成３１年４月厚生労働省） 

・「昨年来の保育所等における不適切事案を踏まえた今後の対策について」（令和５年５月１２日こ成保

４４・５文科初第４２０号） 

・「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成２９年６月１６日生食発０６１６第１号通知） 

・「児童福祉施設等における食事の提供ガイド」（令和７年９月こども家庭庁） 

・「乳児用調製粉乳の安全な調乳、保存及び取扱いに関するガイドライン（世界保健機関/国連食糧農業

機関共同作成・２００７年）」 

・「保育所における感染症対策ガイドライン（２０１８年改訂版）」（２０１８（平成３０）年３月（２０

２３（令和５）年５月一部改訂）厚生労働省） 

・「認可外保育施設における安全計画の策定に関する留意事項等について」（令和４年１２月１６日厚生

労働省事務連絡） 

・「保育所等における園外活動時の安全管理に関する留意事項について」（令和元年６月２１日厚生労働

省事務連絡）別添 

・「保育所等の園外活動時等における園児の見落とし等の発生防止に向けた取組の徹底について」（令和

４年４月１１日厚生労働省・内閣府事務連絡） 

・「認定こども園、幼稚園、保育所、小学校等における危機管理（不審者侵入時等の対応）の徹底につい

て」（令和３年１１月２９日内閣府・文部科学省・厚生労働省事務連絡） 

・「保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部における安全管理の徹底について」（令和３

年８月２５日厚生労働省・文部科学省・内閣府事務連絡） 

・「保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部におけるバス送迎に当たっての安全管理の徹

底について」（令和４年９月６日厚生労働省・文部科学省・内閣府事務連絡再周知） 

・「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」（平成２８年３月

内閣府、文部科学省、厚生労働省） 

・「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル」（令和４年１０月１２日内閣官房・内閣府・文部科学省・

厚生労働省） 

・「静岡県教育・保育施設におけるこどもの車両送迎に係る安全管理指針」（令和４年１０月静岡県） 

・「送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のガイドライン」（令和４年１２月２０日送迎用バス

の置き去り防止を支援する安全装置の仕様に関するガイドラインを検討するワーキンググループ取

りまとめ） 

・「「令和６年の地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえた対応について」（令和７年２月１９日こ

成保第１４０号） 

 

※注 

上記は認可外保育施設に関する児童福祉関係法令及び関係通知の主なものを例示したものであり、労

働基準法、食品衛生法、建築基準法、都市計画法、消防法等の関係法令についても遵守が必要である

ことに留意すること。 
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付

(4
)監

査
結

果
・
改

善
状

況
　

の
公

表
あ

り
あ

り
原

則
な

し
　

※
監

査
を

行
っ

た
場

合
は

公
表

(9
)虚

偽
の

報
告

等
の

罰
則

3
0
万

円
以

下
の

罰
金

（
法

第
6
2
条

第
7
号

）

(5
)基

準
を

満
た

す
旨

の
　

証
明

書
の

交
付

あ
り

な
し

な
し

(6
)指

導
監

督
基

準
児

童
福

祉
法

等
関

係
法

令
　

と
　

市
要

綱
（
次

行
の

設
備

運
営

基
準

を
含

む
）
　

に
基

づ
き

指
導

監
督

を
行

う

国
通

知
の

指
導

監
督

基
準

　
と

　
国

通
知

の
評

価
基

準
　

を
参

酌
し

、
市

の
要

綱
で

定
め

る

(7
)随

時
報

告
（
市

要
綱

）
・
重

大
な

事
故

（
死

亡
事

故
、

意
識

不
明

事
故

（
ど

ん
な

刺
激

に
も

反
応

し
な

い
状

態
に

陥
っ

た
も

の
）
、

治
療

に
要

す
る

期
間

が
3
0
日

以
上

の
負

傷
や

疾
病

を
伴

う
重

篤
な

事
故

）
　

　
　

・
感

染
症

又
は

食
中

毒
　

　
　

・
食

事
（
給

食
、

お
や

つ
等

）
に

お
け

る
異

物
混

入
　

　
　

・
不

適
切

な
保

育
　

　
　

・
長

期
滞

在
児

童

(8
)法

第
5
9
条

に
基

づ
く
措

置
・
報

告
、

立
入

、
調

査
、

質
問

・
改

善
そ

の
他

の
勧

告
、

公
表

・
事

業
の

停
止

・
閉

鎖
の

命
令

、
公

表

(3
)特

定
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

　
施

設
等

（
無

償
化

施
設

）
の

　
確

認
可

不
可

不
可

４ 　 そ の 他

(1
)国

基
準

か
ら

の
上

乗
せ

　
内

容
（
主

な
も

の
）

・
入

所
（
利

用
）
定

員
の

変
更

の
届

出
・
届

出
制

の
実

施

・
設

備
運

営
基

準
を

市
要

綱
で

規
定

・
法

令
や

国
通

知
の

内
容

に
関

す
る

取
扱

い
（
解

釈
）
を

規
定

・
随

時
報

告
（
食

事
（
給

食
、

お
や

つ
等

）
に

お
け

る
異

物
混

入
・
不

適
切

な
保

育
）

・
書

類
の

１
年

間
保

存
を

義
務

付
け

（
5
年

間
の

保
存

が
望

ま
し

い
と

す
る

）
　

　
※

た
だ

し
、

法
令

等
で

定
め

の
あ

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
当

該
法

令
等

の
定

め
に

従
う

こ
と

(2
)届

出
事

項
等

の
う

ち
、

　
市

民
等

へ
提

供
す

る
情

報

・
事

業
停

止
命

令
等

の
内

容
・
立

入
調

査
の

結
果

の
内

容
・
施

設
の

名
称

及
び

所
在

地
・
設

置
者

の
名

称
及

び
所

在
地

（
個

人
の

場
合

は
町

字
名

ま
で

）
・
電

話
番

号
・
管

理
者

の
氏

名
・
入

所
（
利

用
）
定

員
・
基

準
を

満
た

す
旨

の
証

明
書

の
交

付
の

状
況

　
　

な
ど

・
事

業
停

止
命

令
等

の
内

容
・
立

入
調

査
の

結
果

の
内

容
・
施

設
の

名
称

及
び

所
在

地
・
設

置
者

の
名

称
及

び
所

在
地

（
個

人
の

場
合

は
町

字
名

ま
で

）
・
電

話
番

号
　

　
な

ど

・
事

業
停

止
命

令
等

の
内

容
・
立

入
調

査
の

結
果

の
内

容
　

　
な

ど
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浜松市認可外保育施設設備運営基準 

「浜松市認可外保育施設の設備及び運営に関する基準（別紙基準１～別紙基準６）」の見方 
※別紙基準１～別紙基準６に記載された内容の全てが、基準である。 

 
○項目 
 ・認可外保育施設の設備及び運営において、満たすべき項目 
 ・指導監査において、確認を行う項目 
 
○指導監査における視点 
（１）指導事項 

・立入調査において、指導が必要である事項 
 
（２）指導区分 
 ・指導が必要である事項において、原則、対応する区分に「○」を付している。 
 ・ただし、口頭指導であっても、以前の立入調査にて指導がなされたことがあり、新たな立入調査

によっても再度指導がなされる場合、乳幼児の安全確保の観点から特に注意を促す必要がある場

合には、文書指導を行うものとする。 
口頭指導 ・「浜松市認可外保育施設設備運営基準」を一部満たしていない

事項 
文書指導 ・「浜松市認可外保育施設設備運営基準」を満たしていない事項 

・浜松市ホームページ公表事項 
 
○備考 
（１）準用基準（別紙基準５及び別紙基準６のみ） 
 ・届出制を導入している顧客児童限定保育施設の基準を作成するにあたって、準用した他の基準を

「別紙基準１」等と表記 

 


